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第 2 章　国内外の原子力開発利用の状況

1. 基礎的・基盤的な研究開発
原子力を支える基礎・基盤研究は、物理・化学分野、医学・ライフサイエンス分野、

環境科学分野、燃料・材料その他の工学的分野など広範にわたり、国立試験研究機関、

独立行政法人、及び大学などにおいて推進されている。

（１）独立行政法人等における原子力試験研究

各府省所管の国立試験研究機関及び独立行政法人において、物質・材料、生体・環境

影響、知的、防災・安全の４基盤技術分野について各行政ニーズに基づき行う「先端的

基盤研究」及び原子力委員会（原子力試験研究検討会）のトップダウンで行う「総合的

研究（原子力基盤クロスオーバー研究）」が行われており、その成果は、原子力分野の研

究開発水準の向上とともに、各府省の行政施策に反映されている。原子力委員会は、関

係行政機関の原子力利用に関する経費の見積り及び配分計画に関することを所掌する立

場から、研究課題の評価を実施している。平成17年度は６省21機関において102課題の研

究が行われている。（表4－1－1参照）

原子力基盤クロスオ－バー研究は、特に複数の研究機関の研究ポテンシャルを有機的

に結集して取り組む必要がある研究テーマについて、研究機関間の積極的な研究交流の

もとに研究開発を推進する制度である。平成元年に発足し、平成15年度まで第３期の研

究（放射線生物影響、ビーム利用、原子力用材料開発、ソフト系科学技術、計算科学技

術の５領域において８研究テーマ）を実施した。平成16年度からは、原子力委員会（原

子力試験研究検討会）のトップダウンによる研究として制度の抜本的見直しを行い、新

たなクロスオーバー研究として、２研究テーマを実施している。（表4－1－2参照）
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1 原子力研究開発の進め方

原子力発電を基幹電源として維持していくためには、既存技術の安全性、信頼性、

経済性、供給安定性、環境適合性等を絶えず改良・改善していくとともに、次世代の

供給を担うことのできる競争力のある革新技術の研究開発を実施していく必要があ

る。

放射線利用の分野においても、様々な改良や革新の可能性が提起されており、その

実現は学術の進歩や産業の振興をもたらすので、今後とも多様な研究開発を進めてい

くことが適切である

原子力研究開発の推進第４節
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国立試験研究機関および独立行政法人における主な原子力試験研究の課題名（平成17年度）表4-1-1

分野 主な研究テーマ 府省名 機関名 

物 
質 
・ 
材 
料 
基 
盤 
技 
術 

高熱伝導性同位体材料に関する研究 文部科学省 （独）物質・材料研究機構 

励起中性粒子線によるスピン偏極計測に関する研究 文部科学省 （独）物質・材料研究機構 

超伝導磁気分離技術を用いた放射性物質分離法に関する 
研究 文部科学省 （独）物質・材料研究機構 

SR 光およびイオンビームによる微構造３次元セラミッ 
クスの作製と新機能発現の研究 経済産業省 （独）産業技術総合研究所 

レーザー加速電子ビームの高度化と利用技術に関する研 
究 経済産業省 （独）産業技術総合研究所 

生 
体 
・ 
環 
境 
影 
響 
基 
盤 
技 
術 

γ線照射を利用したナノキャビティをもつハイドロケ゛ 
ルの調製とタンパク質製剤への応用に関する研究 厚生労働省 国立医薬品食品衛生研究所 

放射線障害に対する治療を目的とした末梢血管細胞に関 
する基礎的研究 厚生労働省 国立感染症研究所 

マイクロＳＰＥＣＴを利用した機能画像の定量化と循環 
器疾患の実験的治療研究への応用 厚生労働省 国立循環器病センター 

低エネルギー電子ビーム利用による臭化メチルくん蒸代 
替食品貯蔵害虫防除技術の開発 農林水産省 （独）食品総合研究所 

低線量放射線の内分泌攪乱作用が配偶子形成過程に及ぼ 
す影響に関する研究 環境省 （独）国立環境研究所 

知 
的 
基 
盤 
技 
術 

原子力施設に係わるエネルギー発生源の爆発影響評価シ 
ステムに関する研究 経済産業省 （独）産業技術総合研究所 

原子力ロボットの実環境技能蓄積技術に関する研究 経済産業省 （独）産業技術総合研究所 

複雑形状部ストリーミング安全評価手法に関する研究 国土交通省 （独）海上技術安全研究所 

遮蔽計算コードシステムの高度化に関する研究 国土交通省 （独）海上技術安全研究所 

経年劣化及び保守点検効果を考慮した安全評価手法の開 
発 国土交通省 （独）海上技術安全研究所 

防 
災 
・ 
安 
全 
基 
盤 
技 
術 

緩衝材の地震荷重下における動的特性に関する研究 文部科学省 （独）防災科学研究所 

高選択性分離膜による放射性廃液処理と放射性廃棄物エ 
ミッションの低減化 経済産業省 （独）産業技術総合研究所 

RI 廃棄物のクリアランスレベル検認技術の確立に関す 
る研究 経済産業省 （独）産業技術総合研究所 

想定地震の特性を考慮した設計用地震動に関する研究 国土交通省 国土技術政策総合研究所 

原子力施設の新システムによる免・制震化技術の研究 国土交通省 （独）建築研究所 

原子力基盤技術クロスオーバー研究の研究テーマ及び実施機関表4-1-2

研究テーマ 機関名 

照射 ・高線量領域の材料挙動制御のための新しい 
エンジニアリング 

日本原子力研究開発機構 、物 質・ 材料研究機構 、 
東京大学、 （財）電力中央研究所他 

低線量域放射線に特有な生体反応の多面的解析 放射線医学総合研究所、近畿大学、東北大学、 
理化学研究所他 
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（２）研究開発推進体制と研究基盤の高度化

研究開発推進体制については、表4－1－3に掲げる機関を始めとした各研究開発機関が

役割を明確に分担し、それぞれの能力を十分に活かしながら基礎研究からシステムとし

ての応用段階まで計画的、総合的に研究開発を推進している。

また、原子力の先端研究開発分野を中心に、研究者の人的交流、共同研究の実施、研

究用原子炉や加速器などの大型研究設備・機器の共同利用を通じた、産・官・学の研究

開発機関間の緊密な連携を図ることによって、その研究基盤を強化している。

例えば、高性能コンピュータによる数値計算（シミュレーション）を駆使して実験や

観測が困難な課題を解明する高度計算科学技術の高度化、並列処理技術の確立を図るた

めに、原子力機構を中心として計算科学技術推進センターを設置し、①航空・宇宙、②

地球科学技術、③原子力、④新材料・ライフサイエンスの分野について、他の研究機関

と連携して研究開発を進めている。

第 2 章　国内外の原子力開発利用の状況
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高性能コンピューターによる数値計算（耐震性のシミュレーション）図4-1-1

   

部品と部品の接合状態を考慮して
装置全体を解析部品ごとに構造データを作成

部品の組立

解析結果

原子力発電プラントのような巨大構造物では、現状で最大の振動台を用いても実験による健全性を確認することができない。
そこで昨今の計算機技術を用いて、地盤データから地震の揺れをモデル化、また部品レベルから原子力発電プラントを模擬
（３次元仮想振動台）、巨大地震に対するプラントの健全性を評価する技術開発を行う。

高性能コンピューターによる数値計算（耐震性のシミュレーション）図4-1-2

原子力発電プラントのような巨大構造物では、現状で最大の振動台を用
いても実験による健全性を確認することができない。そこで昨今の計算
機技術を用いて、地盤データから地震の揺れをモデル化、また部品レベ
ルから原子力発電プラントを模擬（３次元仮想振動台）、巨大地震に対
するプラントの健全性を評価する技術開発を行う。

（日本原子力研究開発機構）

（日本原子力研究開発機構）
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原子力機構の中期目標期間の基礎・基盤研究の主要テーマ表4-1-4

分野 研究テーマ
核工学研究 ○高精度炉物理解析コードシステム及び核設計誤差評価システムの開発

○汎用評価済み核データライブラリー JENDL-4 の完成
炉工学研究 ○炉心内沸騰二相流に対する機構論的解析手法の開発

○ 中性子ラジオグラフィ法、光ファイバー等を用いた３次元熱流動計測技術の
開発

材料工学研究 ○照射下の水 - 材料界面反応の機構の解明と耐照射性材料の開発
○原子炉用ステンレス鋼の応力腐食割れの支配因子の探索
○照射挙動シミュレーションコードの開発
○ 放射線場の硝酸溶液中の腐食や環境割れの予測技術、監視技術及び防食技術
の高性能化

（３）日本原子力研究開発機構における基礎・基盤研究

独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下、本節において「原子力機構」という。）

は、先端基礎研究センターにおいて原子力基礎工学研究を推進するために、原子力基礎

工学研究部門を新設し、原子力エネルギー利用を支える基盤研究分野の今日的問題を解

決するため、核工学（炉物理、核データ、）、炉工学（熱流動）、核燃料、原子力材料、環

境工学、放射線工学の各分野の研究を推進している。この分野では、原子力基礎工学研

究部門が中心となり、原子力エネルギー基盤連携センターを設けて、特に民間等との連

携を積極的に推進している　

光量子科学研究に関しては関西光科学研究所においてＸ線レーザーなどの先進的レー

ザー開発とその利用研究を推進している。

また、核データの評価、炉物理、材料、燃料、熱流動など、原子力エネルギー利用を

支える基盤研究分野の今日的課題を解決するための研究を推進するとともに、中部電力

浜岡発電所１号機の配管破損事故、東京電力及び東北電力の原子力発電所における一連

の炉心シュラウド及び再循環配管のひび割れ問題、関西電力美浜発電所３号機の配管破

損事故といったトラブル発生時には、国が実施した原因調査等の活動で中心的役割を果

たした。

このような基礎研究の推進に当たり平成８年に発足した博士研究員流動化促進制度に

より外部の若手研究者を有効に活用するなど、柔軟かつ競争的な研究環境の整備に努め

ている。

主な政府関係研究開発機関表4-1-3

＜独立行政法人＞ 

＜公益法人＞ 

・日本原子力研究開発機構 
・放射線医学総合研究所 
・理化学研究所 
・原子力安全基盤機構  等 
・ （財）電力中央研究所 
・ （財）核物質管理センター 
・ （財）原子力発電技術機構　 
・ （財）原子力環境整備促進・資金管理センター 
・ （財）エネルギー総合工学研究所   等 
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核燃料・核化学工
学研究

○新規抽出剤の開発と溶媒抽出挙動の評価
○高プルトニウム富化MOX燃料の熱的及び機械的物性の測定

環境工学研究 ○ 放射性物質等の環境負荷物質の動態を解明するための包括的予測モデル・シ
ステムの構築
○極微量核物質同位体比測定法、ウラン含有微粒子検出法等の開発

放射線防護研究 ○臨界事故時線量計算システムの開発及び線量評価法の信頼性の向上
○多様な被ばく形態に対応した放射線校正技術及び放射線計測技術の開発

放射線工学研究 ○遮蔽基礎データの取得並びに遮蔽設計法及び放射線挙動解析手法の開発
○放射性核種を線源とする放射線触媒反応による有害物質の無害化技術の探索

シミュレーション
工学研究

○グリッド技術による並列分散計算技術の開発
○ ミクロからマクロに至る計算手法を統合したマルチスケーリングモデル手法
の構築
○DNA損傷・修復シミュレーションの高度化
○ 超高速ネットワークコンピューティングに関する技術開発と次世代ハード
ウェア技術による専用シミュレータ基盤技術の開発

高速増殖炉サイク
ル工学研究

○高速増殖炉サイクル技術の研究開発の共通技術基盤の形成
○ 燃料材料、マイナー･アクチニド含有燃料等の高速中性子による基礎照射デー
タの取得

先端基礎研究 ○ 超重元素核科学、アクチノイド物質科学、極限物質制御科学、物質生命科学
の各分野における先端基礎研究の推進

原子力機構における主な基礎・基盤研究のテーマ（平成17年度）表4-1-5

分野 研究テーマ 

量子ビーム応用研究 

高度計算科学 

・中性子利用による物質・生命科学研究  
（超伝導体の磁気構造研究、生体物質、高分子の構造解明等）  
［大強度陽子加速器の物質・生命科学実験施設を建設中］ 

・荷電粒子・ＲＩ利用研究  
（電子線、イオンビーム、ＲＩを用いた新材料開発や生命科学研究） 

・光量子源（先進的レーザー）の開発  
（極短パルス超高ピーク出力レーザーの高出力化、エックス線レーザーの短
波長化及び高コヒーレント化、自由電子レーザーの高出力化・広帯域波長
可変化） 

・光量子源の利用に関する研究  
（レーザー加速器による電子加速及びイオン発生技術の開発、超高強度場に
おける光－物質相互作用による高エネルギーX線、高エネルギー粒子発生、
X線レーザーによる生体物質等の微細構造の超高速現象の観測・解明） 

・放射光利用研究  
（放射光を利用した極限環境物性研究、構造物性研究、重元素科学研究、表
面化学研究、電子物性研究、物質構造シミュレーション） 

・共通並列処理技術の研究開発  
（並列計算手法の開発、整備等の並列処理技術の共通基盤化） 

・原子力分野における複雑現象の解明  
（数値トカマク研究開発、光量子－物質相互作用シミュレーション開発、第
一原理計算・分子動力学・格子ボルツマン法などを用いた材料物性、熱流
動現象を対象とした大規模シミュレーション研究） 

・計算科学システムの開発と運用  
（グリッドコンピューティングの利用推進、グリッド基盤ソフトの運用・管
理、生命機能情報解析手法の高度化、ＩＴを活用した地域数値環境システ
ムの開発） 



研究用原子炉については、原子炉設計そのものに係る研究開発のほか、中性子源とし

ての照射利用、中性子ビームを利用した研究開発等の広範な分野での利用が進められて

いる。この炉を用いて、軽水炉の高度化、高速増殖炉及び核融合炉開発等のための燃料

及び材料の照射研究、微量物質の放射化分析、熱中性子等を利用した医療のための照射

技術の開発、放射性同位元素の製造・利用研究が進められている。

また、高分子化学、ライフサイエンス、材料科学等の一層広範な研究開発分野におい

ては、高性能の熱中性子及び冷中性子ビーム等の回折及び散乱現象等の利用が進められ

ているほか、中性子ラジオグラフィについてもこれまで主に用いられてきた熱中性子に

加え、冷中性子を用いた研究が進められている。
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・超重元素核科学  
（極限重原子核の殻構造と反応特性の解明、核化学的手法による超重元素の
価電子状態の解明） 

・アクチノイド物質科学  
（新規なアクチノイド化合物の創成とエキゾチック磁性・超伝導の探索、電
子多体系のスピン・軌道複合ダイナミックスの解明） 

・極限物質制御科学  
（超極限環境下における固体の原子制御と数奇物性の探索、高輝度陽電子ビ
ームによる最表面超構造の動的過程の解明） 

・物質生命科学  
（強相関超分子系の構築と階層間情報伝達機構の解明、刺激因子との相互作
用解析による生命応答ダイナミックスの解明） 

・核工学・炉工学の研究開発  
（核設計、核データ、伝熱工学）  

・核燃料、原子力材料の研究開発  
（アクチノイドの分離・物性、耐食・耐放射線材料）  

・環境・放射線工学の研究開発 

先端基礎研究 

原子力基礎工学 
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改造により性能が向上したＪＲＲ－3Ｍの建屋（上）と炉室（下）図4-1-3
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2. 革新的な技術概念に基づく技術システムの実現可能性を探索する研
究開発

（１） 核融合

①核融合エネルギー

核融合エネルギーは、軽い原子核同士が融合して別の原子核に変わる際に、質量の差

分がエネルギーとなって出るもので、太陽エネルギーも核融合反応により発生している。

原子力機構の研究用原子炉の利用状況表4-1-6

研究炉名 用途 主な研究 使用者 

ＪＰＤＲ 
（動力試験炉） 

平成８年 3 月に解体終了 

ＪＲＲ－ 2 ・ビーム実験 
・ＲＩの生産 
・医療照射 

平成８年 12 月に運転終了 

ＪＲＲ－ 3 Ｍ  ・ビーム実験 
・照射試験 
・放射化分析 
・ＲＩの生産 

・中性子散乱による物性研究 
・燃料、材料の照射研究 
・ 中性子ラジオグラフィによる研 
究 

原子力機構 、大学 、国 
立試験研究機関 、民 間 
会社、その他 

ＪＲＲ－ 4 ・医療照射 
・放射化分析 
・照射試験 
・教育訓練 
・ＲＩの生産 

・生物医療照射研究 
・基礎研究 
・燃料、材料の照射研究 

同上 

ＪＭＴＲ ・照射試験 
・ＲＩの生産 

・軽水炉燃料の出力急上昇試験 
・原子炉圧力容器鋼の照射研究 
・高温ガス炉用燃料 
・材料の照射研究 
・ 核融合実験炉用ブランケットの 
開発 

同上 

ＮＳＲＲ 
（原子炉安全性研究炉） 

・ 原子炉の工学 
的安全性研究 

・ 軽水炉高燃焼度燃料及びＡＴＲ 
照射済燃料の照射研究 

原子力機構 

ＨＴＴＲ 
（高温工学試験研究炉） 

・ 高温工学試験 
研究 

平成 10 年 11 月臨界 
・ 高温ガス炉技術の基盤の確立と 
高度化を図るための研究 
・高温工学に関する先端的研究 

原子力機構 、大学 、国 
立試験研究機関 、民 間 
会社（予定） 

核融合エネルギーの特徴表4-1-7

○燃料となる重水素は海中に豊富に存在し、三重水素（トリチウム）は埋蔵量の多いリチウムよ
り生成可能であり、資源の地域的な偏在がない。
○核的暴走が無いなど核融合反応の原理的な性質により、安全対策が比較的容易である。
○地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出が少ない。
○低レベル放射性廃棄物は発生するが、従来技術で処理処分が可能である。
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②核融合研究開発

核融合研究開発は、1950年代から本格的に開始され、これまで段階的に推進されてき

ている。

我が国では、現在、原子力委員会が策定した「第三段階核融合研究開発基本計画（平

成４年）」と「原子力政策大綱」、及び文部科学省の科学技術・学術審議会学術分科会の

下に設置された核融合研究ワーキンググループが取りまとめた「今後の我が国の核融合

研究の在り方について（平成15年１月）」に基づき、原子力機構、核融合科学研究所及び

大学等の相互の連携・協力により研究開発が進められている。

また、原子力委員会核融合専門部会では、ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）に関する

政府間協議の進展や欧米における早期実用化を目指した核融合研究開発の加速化（Fast

Track）に関する議論を見守りつつ、我が国の核融合研究開発全体のあり方や長期展望に

ついて検討を行い、平成17年10月26日、報告書「今後の核融合研究開発の推進方策につ

いて」を取りまとめた。これを受けて原子力委員会は、平成17年11月１日、「中核装置で

あるＩＴＥＲの建設に向けて具体的な取組を進めることとなった現時点以降における第

三段階計画については、この報告書に示された推進方策に基づいて推進されるべきもの

とする。」との考えを示した「第三段階核融合研究開発基本計画における今後の核融合研

究開発の推進方策について」を決定した。

原子力機構は、トカマク方式について実用化を目指した研究開発を進めており、特に、

世界の大型トカマクの一つである臨界プラズマ試験装置（ＪＴ－60）に関しては、平成

10年６月にはプラズマの総合性能を表す指標であるエネルギー増倍率（外部からの加熱

入力エネルギーと核融合反応により生じる出力エネルギーの比）の世界最高記録1.25を達

成するとともに、平成13年11月にはプラズマの中心部分に電流の流れない領域「電流ホ

ール」を発見し、本領域に核融合プラズマを安定に保持できることを示し運転の効率化

への道を拓いた。さらに平成15年６月にはＩＴＥＲで必要とされる高圧力プラズマをこ

れまでの世界記録の３倍となる24秒間維持するなど世界に先駆けた成果を上げており、

さらなるプラズマ閉じ込めの性能向上による定常運転を目指した研究を行っている。そ

の他にも理論・シミュレーション研究、核融合炉材料研究や核融合炉の安全性にかかる

試験等を実施している。また、これら研究開発の成果は、核融合真空技術関連の特許を

用いた民間会社が平成17年11月に放出ガス測定装置の商品化に成功する等、着実に産業

界へ移転されている。

大学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究所においては、我が国独自の

アイデアに基づくヘリカル方式による世界最大の大型ヘリカル装置を建設し、全国の関

連分野の研究者の共同研究・共同利用に供するとともに、新しいプラズマ領域の研究を

世界に先駆けて行っている。同装置は、平成10年度から本格的な実験を開始し、平成16

年12月には、プラズマへの入力エネルギーとして世界最高記録となる13億ジュールを達

成、また、平成17年11月には、体積平均ベータ値（プラズマ圧力と閉じこめ磁場の圧力

の比）4.4％のプラズマの生成に成功する等、今後の動向について世界から注目を集めて

いる。
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また、大阪大学レーザーエネルギー学研究センターにおいては、レーザー方式の先駆

的・基礎的研究を実施している。この他、その他の大学・試験研究独立行政法人等にお

いては、各種閉じ込め方式による基礎的研究、炉工学にかかる要素技術等の研究が進め

られている。

さらに、国際協力による研究開発も積極的に進められており、国際共同プロジェクト

であるＩＴＥＲ計画をはじめとして、米国や欧州原子力共同体等との二国間協力並びに

ＩＡＥＡ及びＯＥＣＤ／ＩＥＡの下での多国間協力が行われている。

ＩＴＥＲの概要図4-1-4

③ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）計画

ＩＴＥＲ計画とは、平和利用のための核融合エネルギーの科学的及び技術的な実現可

能性を実証することを目指す国際共同プロジェクトである。昭和60年（1985年）の米ソ

首脳会談において提唱され、日本、ＥＵ、ロシア、米国（平成11年（1999年）まで）の

国際協力により、昭和63年（1988年）から概念設計活動、平成４年（1992年）から工学

設計活動が行われてきた。工学設計活動の最終報告書は、平成13年（2001年）７月に承

認され、９年間に亘る工学設計活動は終了した。一方、原子力委員会核融合専門部会は

最終報告書案についての検討を行い、ＩＴＥＲは平成13年（2001年）３月に設定された

技術目標を満たし得るものであるとの評価を行った。その後、ＩＴＥＲ建設及び運転に

向け、国際協定の策定等に関する政府間協議が平成13年（2001年）11月より日本、ＥＵ、

ロシア、カナダの４極で開始され、平成17年12月末現在は日本、ＥＵ、ロシア、米国、

中国、韓国、インドの７極で実施されている。

我が国におけるＩＴＥＲ計画に関する検討は下記のように進められた。

（ア）原子力委員会は、社会的・経済的側面を考慮し、長期的展望に立ち、また国際社

会の中での役割も見通した幅広い調査審議を進めるため、ＩＴＥＲ計画懇談会を設

置（平成８年（1996年）12月）。ＩＴＥＲ計画懇談会の報告（平成13年（2001年）
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５月）を踏まえ、同年６月の委員会決定において、ＩＴＥＲ計画については、ＩＴ

ＥＲ計画懇談会の報告書を尊重して推進していくことが適当と結論し、また、ＩＴ

ＥＲの我が国への誘致を念頭においたサイト選定調査及び他極との協議を行うこと

が必要と考え、検討結果や検討状況も勘案して必要な判断を行うこととするとの見

解を示した。

（イ）総合科学技術会議において、平成13年（2001年）６月より、我が国のＩＴＥＲ計画

への参加、誘致の意義、経費負担等について、原子力委員会での検討結果を踏まえ

つつ、科学技術政策上の観点から検討を行った。その結果、平成14年（2002年）５

月、ＩＴＥＲ計画について政府全体で推進するとともに、国内誘致を視野に、政府

において最適なサイト候補地を選定しＩＴＥＲ政府間協議に臨むこと、参加極間の

経費分担については経済規模を反映したものとすべきとする等の結論をまとめた。

（ウ）同年同月、総合科学技術会議の結論を基に、青森県上北郡六ヶ所村を国内候補地と

して提示して政府間協議に臨むことを閣議了解した。

ＩＴＥＲ建設地については、平成15年（2003年）６月には建設地決定に向けた第１回

六極次官級会合が開催された。その後２回の六極次官級会合を経て同年12月に第１回六

極閣僚級会合が開催されたが、米国と韓国は日本誘致を支持したものの、ロシア及び中

国はＥＵ誘致を支持したため、建設地の合意には至らず、その後、数次の六極次官級会

合、日欧次官級協議が開催された。平成17年４月の日欧閣僚級会談を機にサイト問題解

決の機運が高まり、平成17年６月の第２回六極閣僚級会合において、建設地をフラン

ス・カダラッシュとすることが決定した。

同会合において、ＩＴＥＲ本体は欧州に建設されることとなったが、我が国は、核融

合エネルギーの実現のためにＩＴＥＲと並行して補完的に取り組むべき重要プロジェク

ト（幅広いアプローチ）の実施等、ＩＴＥＲ計画において、ホストである欧州と並ぶ責

任ある役割を担うこととなった。幅広いアプローチについては、平成17年８月に文部科

学省がＩＴＥＲ計画推進検討会を開催し、我が国で実施すべき幅広いアプローチのプロ

ジェクトについて専門家による検討を行った。同年10月に、文部科学省は、同委員会の

報告等を踏まえ、プロジェクトの実施場所を含め、我が国で実施すべき幅広いアプロー

チのプロジェクトを決定し、日欧間でプロジェクトの具体化に向けた協議を実施してい

る。具体的には図4－1－5のとおり。

ＩＴＥＲ建設地の決定により、長らく中断されていた政府間協議が再開され、ＩＴＥ

Ｒ計画実施に向けた議論が大きく前進した。平成17年（2005年）11月には、ＩＴＥＲ機

構長予定者として、池田要氏が選任され、また、同年12月にはインドがＩＴＥＲ計画に

参加し、これによりＩＴＥＲ計画は世界人口の半数を超える国々が参加するプロジェク

トとなった。
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ＩＴＥＲ計画における我が国の役割図4-1-5

ＩＴＥＲ経緯表4-1-8

昭和 60年（1985 年） 米ソ首脳会談

昭和 63年（1988 年） 概念設計活動開始（日本、欧州、ロシア、米国）

平成４年（1992 年） 工学設計活動開始（日本、欧州、ロシア、米国）

平成８年（1996 年）12月 ITER計画懇談会設置（原子力委員会）

平成 11年（1999 年）７月 米国が ITER計画から撤退（平成 15 年２月復帰）

平成 13年（2001 年）５月 ITER計画懇談会報告書

平成 13年（2001 年）６月 カナダがクラリントンをサイト候補地として提案

　 総合科学技術会議で ITER計画に関する議論開始

平成 13年（2001 年）７月 工学設計活動終了

平成 13年（2001 年）11月 政府間協議開始（日本、EU、ロシア、カナダ）

平成 14年（2002 年）５月 総合科学技術会議が「国際熱核融合実験炉（ITER）計画について」
結論

同年同月 総合科学技術会議の結論に基づき「国際熱核融合実験炉（ITER）計
画について」閣議了解

平成 14年（2002 年）６月 日本が青森県六ヶ所村をサイト候補地として提案

　　　　　　　 EUが仏カダラッシュと西バンディヨスをサイト候補地として提案

平成 15年（2003 年）２月 米国が ITER計画に復帰

　 中国が ITER計画に参加

平成 15 年（2003 年）６月 韓国が ITER計画に参加

平成 15 年（2003 年）11月 EUが候補地を仏カダラッシュに一本化

平成 15年（2003 年）12月 カナダが ITER計画から撤退

平成 15年（2003 年）12月 第１回閣僚級会合（ワシントン）において、米国、韓国が日本を支持し、
ロシア、中国が欧州を支持

平成 17年（2005 年）６月 第２回閣僚級会合（モスクワ）において、サイトが仏カダラッシュに決定

平成 17 年（2005 年）11月 機構長予定者決定

平成 17年（2005 年）12月 インドが ITER計画に参加
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（２） 革新的原子力システム

①国際的取組

将来のエネルギー需要や社会的ニーズを満たすため、世界各国で革新的な原子炉及び

核燃料サイクル技術（革新的原子力システム）の研究開発が進められている。その研究

開発に当たっては、他分野の大型研究開発と同様、一国のみで開発を進めるよりは、人

的・資源的に国際分担を行い、成果を共有するという考え方が広まっている。

現在、国際的な革新的原子力システム開発としては、第４世代原子力システム13に関す

る国際フォーラム（Generation IV International Forum : ＧＩＦ）と革新的原子炉及び燃

料サイクルに関する国際プロジェクト（International Project on Innovative Nuclear

Reactors and Fuel Cycles : ＩＮＰＲＯ）の２つがある。

ＧＩＦは米国エネルギー省の提唱により、平成12年（2000年）に発足し、日本を含む

10ヶ国と１機関（アルゼンチン、ブラジル、カナダ、フランス、日本、韓国、南アフリ

カ、スイス、英国、米国、ユーラトム）が参加している。現在、第４世代原子力システ

ムに求められている「持続可能性」「安全性／信頼性」「経済性」「核拡散抵抗性」の要件

を満たし､平成42年（2030年）までに実用化が可能と考えられる６候補概念（①ガス冷却

高速炉、②溶融塩炉、③ナトリウム冷却高速炉（ＭＯＸ燃料、金属燃料）、④鉛冷却高速

炉、⑤超臨界圧水冷却炉、⑥超高温ガス炉）が選定されたところであり、国際共同研究

の組織構築のための検討を行っている。

一方、ＩＮＰＲＯはＩＡＥＡの呼びかけにより、平成17年（2005年）12月現在でロシ

アなど23ヶ国と１機関が参加し、平成13年（2001年）５月に発足しており、我が国はオ

ブザーバーとして参加している。現在、平成62年（2050年）までを見通した、将来の原

子力エネルギー技術、概念の比較方法および基準を選定するとともに、ユーザー要求を

定めるための検討を行っている。

ＩＮＰＲＯ参加23ヶ国と１機関

アルゼンチン、アルメニア、ブラジル、ブルガリア、カナダ、チリ、中国、チェコ、

フランス、ドイツ、インド、インドネシア、韓国、モロッコ、パキスタン、オランダ、

ロシア、南アフリカ、スペイン、スイス、トルコ、ウクライナ、アメリカ、欧州委員

会

13 第４世代原子力システムとは
第１世代（初期の原型炉的な炉）、第２世代（PWR､BWR､CANDU炉など）、第３世代（ABWR､AP600､EPRなど）
に続く原子力システム。平成42年頃に実用化を念頭。
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②我が国の取組

我が国においては、民間、大学、国の研究機関において、様々な革新的原子力システ

ムの研究開発が進められており、文部科学省及び経済産業省においても、産学官連携に

よる革新的原子力システムの研究開発を推進するため、公募型研究制度を実施している。

文部科学省においては、非軽水炉の革新的技術開発等を対象とし、経済産業省におい

ては、軽水炉の革新的技術開発等を対象としている。両省は運用面での連携を行うこと

により、原子力研究開発全体が効果的に実施されるようにしている。

原子力委員会は、革新的原子力システムの研究開発のあり方を検討するため、原子力

委員会研究開発専門部会の下に革新炉検討会を設置し、平成12年（2000年）１月以来７

回の会合を開催した。検討会は、今後開発する意義のある革新的原子力システムの概念

をまとめ、研究開発に当たっての重要なポイントをまとめた報告書「革新的原子力シス

テムの研究開発の今後の進め方について」を作成した。

原子力機構では、革新的原子力システムの研究開発が進められており、具体的には、

低減速軽水炉の研究開発、高温工学試験研究炉（ＨＴＴＲ）などの研究開発が進められ

ている。

ア）高温ガス炉研究開発に係る取組

高温ガス炉は固有の安全性をもった原子炉設計が比較的容易であり、1000℃程度の高

温の熱が供給できるため、発電のみならず水素製造などさまざまな分野での原子力エネ

ルギーの利用の選択肢を与えることが期待される。原研（当時）では、高温ガス炉の基

盤技術の確立、高度化及び高温工学に関する先端的基盤研究を進めるため、を建設し出

力上昇試験を進めてきたが、平成13年（2001年）12月に最大熱出力30MWを達成すると

ともに、我が国で初めて850℃の高温ヘリウムガスを原子炉から取出すことに成功した。

さらに、平成16年（2004年）４月に世界に先駆け原子炉出口冷却材温度950℃を達成し、

６月には高温試験運転に係る使用前検査合格証を取得した。これにより環境への二酸化

炭素を放出しない水素製造技術等の開発への道を拓いた。

現在、発電については、高温ヘリウムガスタービンを用いた高効率発電による経済性

の向上を目指し、１次ヘリウムガス系にガスタービンを組み込んだ直接サイクル再生型

ヘリウムガスタービン発電の研究が行われている。また、水素製造技術に関しては、Ｉ

Ｓプロセス14の工学基礎試験、並びに原子炉と核熱利用設備を接続するためのシステムイ

ンテグレーション技術の研究が行なわれている。

14 ＩＳプロセス：高温ガス炉から得られる高温の核熱を用いて水を分解して水素を製造する熱化学水素製造法。水の
熱分解は通常では4000℃以上の高温が必要であるが、硫黄とヨウ素を熱化学反応の循環物質とすることで、
1000℃以下の温度で実現する。IS プロセスは原料の水をヨウ素及び二酸化硫黄と反応させてヨウ化水素（HIと硫
酸（H2SO4を生成するブンゼン反応及びヨウ化水素を熱で水素とヨウ素に分解する反応、硫酸を酸素、水、二硫
化硫黄に分解する反応で構成される。日本原子力研究所（当時）では、ISプロセスの基本反応及び分離操作を組み
合わせた実験室規模の水素製造実験を行い、反応に関与する二酸化硫黄やヨウ素などの循環物質をほとんど損なう
ことなく連続的に水を分解できることを世界で初めて実証した。さらに、自動制御技術開発等の連続水素製造の研
究を行い、175時間にわたり毎時31リットルの水素製造に成功した。
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イ）水冷却炉研究開発に係る取組

現在我が国の主要な電源として実績を有する軽水炉技術をベースとして、エネルギー

の長期安定供給を目指す低減速軽水炉の開発が進められている。低減速軽水炉はプルト

ニウムの増殖率を高め、燃料の多重リサイクルを可能にすることにより、ウラン・プル

トニウム資源の有効利用を図るという特長がある。日本原子力発電（株）、原子力機構

（旧原研）、（株）東芝、（株）日立製作所等においては、連携しつつ、炉物理試験、限界

熱流束試験、被覆管材料開発等の低減速軽水炉開発に向けた技術開発を進めている。

東京大学、（株）東芝、（株）日立製作所においては、同様に連携しつつ、超臨界圧水

冷却炉の開発が進められている。超臨界圧水冷却炉は、現在多くの火力発電プラントで

用いられている技術を活用した軽水炉であり、単純でコンパクトな構造及び熱効率の向

上等により、開発、建設及び運転のコストの低減を目指したものである。

このほか、民間においては、次世代軽水炉として、スケールメリットにより建設単価

を引き下げることを目指す改良発展型の大型軽水炉の開発が進められている。

ウ）公募型研究制度

文部科学省においては、公募による競争的環境のもと、産学官のポテンシャルを最大

限発揮できる環境を整備し、革新的原子力技術の研究開発を推進するため、平成14年度

より革新的原子力技術の開発（公募型研究）事業を実施しており、平成17年度からは競

争的研究資金制度を適用した公募事業「原子力システム研究開発事業」を実施している。

本事業により、原子力の基盤的研究における産学官の連携の強化や関連技術の蓄積を図

るとともに、将来期待される革新的原子力技術の開発を実施している。

経済産業省においては、平成12年度より、原子力発電及び核燃料サイクルの安全性・

経済性を向上させる革新的・独創的な実用原子力技術を発掘し、さらに、競争環境下で

ＨＴＴＲと水素製造プラント図4-1-6
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の技術開発を促進する観点から、大学、研究機関、民間企業又はこれらの連携体を対象

として技術開発テーマを広く公募により募集する制度を実施している。

3. 革新的な技術システムを実用化候補まで発展させる研究開発
（１）高速増殖炉サイクル技術

①実験炉の運転

実験炉「常陽」は、昭和52年４月初めの臨界以来順調な運転を続け、高速増殖炉の開

発に必要な技術データや運転経験を着実に蓄積してきた。初臨界以来、平成17年12月末

現在で、累積運転時間が約65,600時間、累積熱出力が約55.7億kW時に達しており、539体

の運転用燃料、220体のブランケット燃料及び93体の試験燃料等を照射し、高速炉炉心で

の燃料集合体や燃料ピンの安全性と照射特性を明らかにしてきている。

また、高中性子束化と照射場の拡大等を図るため、平成12年に原子炉の改造工事に着

手し、平成15年７月に高性能照射用炉心（MK-Ⅲ炉心）としての初臨界を達成した。平

成16年５月からは、MK-Ⅲ炉心での本格運転を開始し、高速増殖炉実用化のための燃

料・材料開発や、外部研究機関による研究に活用されている。

高速実験炉「常陽」図4-1-7

②原型炉の建設等

「もんじゅ」は高速増殖炉サイクル技術のうち最も開発が進んでいるＭＯＸ燃料とナト

リウム冷却技術を用いた発電設備を有する我が国唯一の高速増殖炉プラントであり、高

速増殖炉サイクル技術のうち実用化に向けた研究開発の場の中核である。現在は、平成

７年12月の２次冷却系ナトリウム漏えい事故以来、プラントは停止状態にあるが、「もん

じゅ」の運転を早期に再開し、10年程度以内を目処に所期の目的を達成することに優先

的に取り組んでいる。サイクル機構（当時）は、平成14年12月に原子炉施設の安全性向

上を目指した改造工事等を目的する原子炉設置変更許可を得るとともに、平成16年１月

にはそれに基づいた設計及び工事の方法の変更が認可された。平成17年２月7日、福井県
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及び敦賀市より地元自治体との安全協定に基づく改造工事着手についての事前了解を受

け、３月より原子炉施設の安全性向上を目的とするナトリウム漏えい対策改造工事準備

工事を開始し、９月からは改造工事本体工事を開始した。「もんじゅ」については，1985

年（昭和60年）に周辺住民から福井地裁に原子炉設置許可処分の無効確認を求める行政

訴訟及び建設・運転の差止めを求める民事訴訟が提起された。民事訴訟については、平

成15年３月に訴えが取り下げられたが、行政訴訟については、第二審（名古屋高裁金沢

支部）で国側が敗訴したため、国側は平成15年１月に最高裁に上告受理申立て（上訴）

を行った。最高裁は、平成16年12月に同申立てを上告審として受理した後、平成17年５

月に「原判決（国の設置許可を無効とした名古屋高等裁判所金沢支部判決）を破棄し、

被上告人の控訴を棄却する」との判決を言い渡し、これにより国側の勝訴が確定した。

高速増殖炉の位置付けに関する経緯表4-1-9

　　
　

原子力長期計画 
（平成６年６月） 

懇談会報告書
（平成９年 12 月） 

原子力長期計画
（平成 12年 11 月） 

原子力政策大綱
（平成 17年 10 月）

高速増殖
炉の位置
付け 

将来的に核燃料リ
サイクル体系の中
核として位置付け。
高速増殖炉は将来
の原子力発電の主
流にしていくべき。

将来の非化石エネ
ルギーの一つの有
力な選択肢。 長期
的なエネルギー源
の確保の観点から
重要。 

高速増殖炉サイク
ル技術は、ウラン
の利用効率を飛躍
的に高めることが
でき、高レベル放
射性廃棄物の放射
能を少なくして環
境負荷を更に低減
させる可能性を有
する。将来のエネ
ルギーの有力な選
択肢を確保してお
く観点から着実に
その開発に取組む
ことが重要。

高速増殖炉サイクル技術
は、長期的なエネルギー
安定供給や放射性廃棄物
の潜在的有害度の低減に
貢献できる可能性を有す
ることから、これまでの
経験からの教訓を十分に
踏まえつつ、その実用化
に向けた研究開発を、日
本原子力研究開発機構を
中核として着実に推進す
るべき。

原型炉 
「もんじゅ」

性能試験を着実に
進め、1995 年年末
の本格運転を目指
す。得られる成果
を実証炉以降の高
速増殖炉開発に反
映していく。 

実用化の可能性を
確度高く追求する
ための研究開発の
場。動燃改革が確
実に実現され、慎
重な運転管理が行
われることを前提
に、「もんじゅ」で
の研究開発が実施
されることが望ま
れる。 

高速増殖炉サイク
ル技術の研究開発
の場の中核。さら
にまた、国際的に
も貴重な研究開発
施設。発電プラン
トとしての信頼性
の実証とその運転
経験を通じたナト
リウム取扱技術の
確立という所期の
目的を達成するこ
とは他の選択肢と
の比較評価のベー
スともなることか
ら優先して取り組
むことが重要であ
り、早期の運転再
開を目指す。

研究開発の場の中核と位
置付けられる「もんじゅ」
の運転を早期に再開し、
10 年程度以内を目途に
「発電プラントとしての信
頼性の実証」と「運転経
験を通じたナトリウム技
術の確立」という所期の
目的を達成することに優
先に取り組むべき。
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実用化に
向けて

「もんじゅ」の運転
実績の反映等を考
慮して、2000 年代
初頭に実証炉を着
工することを目標
に計画を進める。
電気事業者は、実
証炉について必要
な研究開発とその
着工に向けての所
要の準備を進める。
適切な間隔で実証
炉１号炉、これに
続く実証炉２ 号炉
の建設を進める。
2030 年頃までには
実用化が可能とな
るよう技術体系の
確立を目指す。 

「もんじゅ」の運転
経験を実証炉に反
映することが必要。
「もんじゅ」及び民
間の研究開発など
の成果を十分に評
価した上で、実証
炉の具体化のため
の計画の決定が行
われるべき。非化
石エネルギー源の
一つの有力な選択
肢として、実用化
の可能性を追求す
るために研究開発
を進めることが妥
当。実用化時期を
含めた開発計画に
ついて、安全性と
経済性を追求しつ
つ、将来のエネル
ギー状況を見なが
ら、柔軟に対応し
ていく。 

高速増殖炉サイク
ル技術として適切
な実用化像とそこ
に至るための研究
開発計画を提示す
ることを目的に、
現在、核燃料サイ
クル開発機構にお
いて電気事業者等、
関連する機関の協
力を得つつ実施し
ている「実用化戦
略調査研究」等を
引き続き推進。実
証炉については、
実用化に向けた研
究開発の過程で得
られる種々の成果
等を十分に評価し
た上で、具体的計
画の決定が行われ
ることが適切。実
用化への開発計画
については実用化
時期を含め柔軟か
つ着実に検討を進
めていく。

高速増殖炉については、軽
水炉核燃料サイクル事業の
進捗や「高速増殖炉サイク
ルの実用化戦略調査研究」、
「もんじゅ」等の成果に基
づいた実用化への取組を
踏まえつつ、ウラン需給の
動向等を勘案し、経済性等
の諸条件が整うことを前提
に、2050 年頃から商業ベー
スでの導入を目指す。日本
原子力研究開発機構は、「も
んじゅ」等の成果も踏まえ、
高速増殖炉サイクルの適切
な実用化像とそこに至るま
での研究開発計画を 2015 年
頃までに提示することを目
的に、電気事業者とともに、
電力中央研究所、大学等の
協力を得つつ「実用化戦略
調査研究」を実施している。
その途中階での取りまとめ
であるフェーズⅡの成果を
評価して方針を提示するこ
ととしており、その後もそ
の方針に沿って研究開発を
的確に進めるべき。　国は、
「実用化戦略調査研究」の取
りまとめを受け、高速増殖
炉サイクルの適切な実用化
像と 2050 年頃からの商業
ベースでの導入に至るまで
の段階的な研究開発計画に
ついて 2015 年頃から国と
しての検討を行うことを念
頭に、実用化戦略調査研究
フェーズⅡの成果を速やか
に評価して、その後の研究
開発の方針を提示するもの
とする。なお、実用化に向
けた次の段階の取組に位置
付けられるべき実証炉につ
いては、これらの研究開発
の過程で得られる種々の成
果等を十分に評価した上で、
具体的計画の決定を行うこ
とが適切である。

③実用化に向けた展開

高速増殖炉サイクル技術の研究開発に当たっては、社会的な情勢や内外の研究開発動

向等を見極めつつ、長期的展望を踏まえ進める必要がある。そのため、原子力機構（旧

サイクル機構）では、平成11年７月から、電気事業者とともに、関連する機関の協力を

得て、高速増殖炉サイクル技術として適切な実用化像とそこに至るための研究開発計画

を提示することを目的に、炉型、再処理等、高速増殖炉サイクル技術に関する多様な選

択肢について検討する、「実用化戦略調査研究」を実施している。

また、原子力機構、電力中央研究所、大学、メーカー等は、国内外の研究開発施設の

活用や海外の優れた研究者の参加を含め、高速増殖炉サイクル技術について裾野の広い
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基盤的な研究開発を行っている。

平成17年度末にはフェーズⅡの成果を取りまとめ、国においてその成果を評価して方

針を提示することとしている。さらに、原子力政策大綱にも示されているように「実用

化戦略調査研究」の取りまとめを受けて、高速増殖炉サイクルの適切な実用化像と2050

年頃からの商業ベースでの導入に至るまでの段階的な研究開発計画について、2015年頃

から国としての検討を行うことを念頭にフェーズⅡの成果を速やかに評価し、その後の

研究開発の方針を提示することとなる。

実用化戦略調査研究の概要図4-1-8

技術選択肢

  

ＦＢＲ 
     -  冷却材 (Na、ガス、重金属、水)  
     -  燃料(MOX、金属、窒化物)   
     -  プラントサイズ  
再処理 
     -  先進湿式法 
     -  乾式法（金属電解法、酸化物電解法） 
燃料製造 
     -  簡素化ペレット法 
     -  振動充填法 
     -  鋳造法 

Phase 
Evaluation 
Various 

フェーズ  Ⅰ 
・幅広い選択肢の評価 
・有望な候補概念の 
 抽出  

フェーズ  Ⅱ 
・革新技術の導入
・設計研究や要素技術
 の基礎試験の実施

 
 

・研究開発計画の整備 
・実用化候補概念（複
数）の明確化

 
 

その後の研究開発  

５年程度毎に、チェック・アンド・レビュー
を受け、計画と実際に違いがあるか検討
を重ねる

革新技術 

設計研究 

要素試験例 

2000 2005 2010        

競争力あるFBRサイクル 競争力あるFBRサイクル

（年度） 

 

FBRサイクル実用化戦略調査研究の研究開発ステップ

チェック&レビュー

チェック&レビュー

実用化戦略調査研究では、図4－1－9に示す５つの開発目標（安全性、経済性、環境負

荷低減性、資源有効利用性、核不拡散性）を設定し、21世紀の社会ニーズに適合した主

要なエネルギー供給源としてＦＢＲサイクルの実用化像を明確にし、その技術体系を平

成27年ごろまでに整備することを目的に、研究開発を進めている。
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実用化戦略調査研究の開発目標図4-1-9

高速増殖炉燃料サイクルに係る再処理技術については、先進湿式再処理技術や乾式再

処理技術について、高レベル放射性物質研究施設（ＣＰＦ）において研究開発を進める

計画であり、現在、先進的再処理プロセスの研究開発や基礎・基盤的研究開発を中心と

する多様な高速増殖炉燃料の再処理技術に関する研究開発を行っている。高速炉ＭＯＸ

燃料製造に係る技術についても試験を継続し、その成果を「実用化戦略調査研究」に反

映して実用化していくこととしている。また、平成17年度から文部科学省が実施してい

る公募事業「原子力システム研究開発事業」においても、産学官の協力を得て、高速増

殖炉サイクル技術の裾野の広い研究開発が行われている。

4. 革新技術システムを実用化するための研究開発
国は、2030年前後から始まる国内既設原子力発電所の大規模な代替需要に備え、世界

市場も視野に入れつつ、高い安全性・経済性等を備えた次世代軽水炉開発のためのフィ

ージビリティ調査に着手する。電源開発（株）は、国の補助のもと、大間原子力発電所

の稼働に向けた全炉心ＭＯＸ炉の技術開発を着実に推進させ、平成17年度は、実機プラ

ントでの特性確認試験用設備の製作・設計及び資材発注を行い、平成18年度は、これら

設備の資材発注等を行うとともに、一部設備製作を開始する。また、提案公募形式によ

り、原子力発電、核燃料サイクル、放射性廃棄物対策の各分野について新たなシーズ発

掘に資する革新的原子力技術開発への支援を実施する。それに加えて、軽水炉の給水流

量計の不確かさを低減させることで、安全性を損なうことなく既設の原子炉の出力増強

を可能にするため、原子力発電所の給水流量計を高精度化する技術開発を推進する。

原子力機構においては、民間事業者からの要請に応じて、六ヶ所再処理工場への技術

者の派遣による人的支援、要員の受け入れによる養成訓練を継続して行っている。また、
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東海再処理施設においては、「ふげん」のウランープルトニウム混合酸化物（ＭＯＸ）燃

料の再処理試験を平成18年度から行う計画としている。加えて、高燃焼度燃料の再処理

試験を行うための準備を実施している。

5. 既に実用化された技術を改良・改善するための研究開発
日本原燃（株）において、我が国におけるウラン濃縮技術や生産能力の維持・向上の

ため、国際的なレベルに比肩する経済性と技術レベルを有する新型遠心分離器の開発が

国の補助のもとに進められているとともに、原子力機構による六ヶ所工場への技術者派

遣による人的支援も併せて行われている。また、日本原燃（株）は、我が国初の民間Ｍ

ＯＸ燃料工場の円滑な設計、建設、操業に資するため、同工場で採用する各種技術の適

合性の確証等の研究開発を進めており、原子力機構は、同社の要請に応じ、ＭＯＸ燃料

粉末調整設備に関する確証試験を継続して行っている。

放射線医学総合研究所は、平成16年度から二か年計画で重粒子線がん治療の普及に向

けた医療用重イオン加速器の小型化に関する研究開発を進めており、現行の重粒子線が

ん治療装置（ＨＩＭＡＣ）と比較して大きさが約５分の１の小型線形加速器の開発及び

ビーム加速試験に成功した。
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（１）加速器

①加速器の開発・利用を巡る状況

原子力委員会では、加速器分野における我が国全体の現状の把握、利用分野のニーズ

を踏まえた加速器開発、そして加速器利用に係る人材育成についての検討を行うため、

研究開発専門部会の下に加速器検討会を設置し、調査・検討を行ってきたところである

が、平成16年４月27日に、加速器利用分野の紹介、４加速器（大強度陽子加速器（Ｊ－

ＰＡＲＣ）、ＲＩビーム加速器（ＲＩＢＦ）、大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－８）、重粒

子線がん治療装置（ＨＩＭＡＣ））の評価と課題及び今後の加速器建設や加速器を用いた

研究開発の進め方に関する提言を報告書「加速器の現状と将来」に取りまとめた。

さらに同年７月13日には、原子力委員会として当該報告書を尊重して推進していくこ

と等を旨とする「加速器検討会報告書「加速器の現状と将来」について」を取りまとめ

たところである。

2 大型研究開発施設

原子力研究開発を進めるための、加速器や原子炉等、大型研究開発施設については、

科学技術活動の広い分野において重要な役割を果たし、この有効利用に基づき、その

施設を中心として科学技術のＣＯＥ（センター・オブ・エクセレンス）を形成するこ

とが可能である。国は、こうした性格を有する施設の計画については、当該施設の主

な目的である、これを用いた研究開発の最終成果の利益の大きさのみならず、当該施

設が他分野にもたらす研究水準の飛躍的向上といった外部性についても評価を行っ

て、その建設の可否を決定していくべきである。

大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－８）図4-2-1
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②加速器の開発・利用に係る取組み

ア）イオンビーム発生・利用に関する研究開発

放射線としてイオンビームを発生させ、利用する技術に関しては、その手段として主

に加速器が用いられている。加速器は、各種加速器の整備・利用の促進が図られ、原子

核研究のみならず広範な分野で利用されている。イオン照射研究施設（ＴＩＡＲＡ）に

おいては、イオンビームのマイクロビーム化、シングルイオンヒット技術等の新しい技

術を開発し、細胞レベルでの分析、材料微細加工等に応用できるビーム利用技術の展開

を図っており、今後新たな進展をもたらす分野を拡大するものと期待されている。

イ）放射光の発生・利用技術開発

高輝度で遠赤外線からＸ線までの広い波長領域の光を発生する放射光は、物質・材料

科学や生命科学などの広範な基礎研究分野のための有力な研究手段となる。平成９年10

月に供用を開始した大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－８）は、原子力分野における技術

蓄積を基盤として整備され、原子炉材料の応力腐食割れの機構解明やアクチノイド抽出

分離材料の評価などの利用研究が本格的に進められている。

TIARA（1991年完成）図4-2-2

ウ）陽電子ビームの発生・利用技術開発

陽電子は電子と逆のプラスの電気を帯びていることから、物質最表面における原子の

配列や運動状態の解析、金属材料の表面電気ポテンシャルの決定、超薄膜や異なる物質

の境界面の構造や結晶格子の欠陥の解析への応用が期待されている。原子力機構先端基

礎研究センターでは、既に、エネルギーが揃った極めて平行性が高いビーム発生技術が

開発され、物質表面原子の運動状態を示す一次ラウエ帯の計測に成功している。さらに、

高強度ビームやパルス状ビームの発生技術の開発と次世代半導体や光触媒等の材料開発

のための構造解析への応用が進められている。

エ）大強度陽子加速器開発

大強度陽子加速器計画（Ｊ－ＰＡＲＣ）は、核破砕反応という原子核の反応によって

生成される中性子、ミュオン、ニュートリノ等の多様な２次粒子を用いて、広範な領域
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の科学技術の研究を進めようという実験施設の整備計画である。この計画は、平成13年

度から原子力機構（旧原研）と高エネルギー加速器研究機構との共同プロジェクトとし

て建設が進められており、超伝導物質、燃料電池、磁性体、溶液、高分子、タンパク質

等の構造解析等の物質・生命科学研究、物質の起源を探るための原子核・素粒子研究及

びニュートリノ研究、また中性子を長寿命核種に当て、短寿命核種や安定核種に変換す

る技術開発などへの多様な貢献が考えられている。

大強度陽子加速器（Ｊ－ＰＡＲＣ）図4-2-3

オ）ＲＩビームの発生・利用技術開発

ＲＩビームについては、加速器の高エネルギー化及び大強度化により利用できる加速

粒子の種類が飛躍的に拡大し、これまで実現できなかった核反応や新核種・元素の合成

はもちろん、物質及び材料、生物、基礎医学など幅広い研究分野への利用が期待される。

我が国では理化学研究所を中心として世界最先端の研究が進められており、例えば中性

子ハロー、中性子スキンの存在がＲＩビームを利用した研究により発見された。また宇

宙における元素合成の解明が進められている。

また、理化学研究所（以下、「理研」という。）は、現有の重イオン加速器を入射器と

して、ウランまでのすべての核種についてのＲＩを世界最大の強度でビーム化する加速

器施設「ＲＩビームファクトリー」の整備計画を推進している。本計画では、平成７ 年

度に要素技術開発に着手し、平成９年度より施設整備を開始し、平成18年度中にＲＩビ

ーム発生系施設の整備を完了するとともに一部実験の開始を予定している。引き続き、

発生系施設で生成したＲＩビームの各種の精密測定及び利用実験を行うため、必要な実

験設備（基幹実験設備）の整備を計画中である。
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原子力に携わる人材の高齢化の中、昨今は知識管理の問題が世界的に顕在化し、また、

建設・運転の機会減少による原子力知識の伝承が困難になりつつある。そうした中、

様々な機器の経年劣化事象に関するデータ等の情報が関係者で効果的に共有するために、

産学官において有効活用できる情報ネットワークを構築する必要があることから、平成

17年12月に、産学官の有機的連携を調整するための委員会が独立行政法人原子力安全基

盤機構（ＪＮＥＳ）に設置された。

また、ＩＡＥＡにおいては2004年９月の第１回原子力知識管理に関する国際会議で、

「暗黙の知識」を顕在化する研究成果などが報告されるなど、国際的にも原子力知識管理

についての動向が活発化しており、各国、各地域、国際間において、大学・産業界・研

究機関・規制機関との連携が進み人材育成のためのネットワーク（下記）が構築されつ

つある。

ENEN（欧州：European Nuclear Engineer Network）

NECHO（米：Fast Engineering Department Heads Organization）

FRKP（IAEA：Fast Reactor Knowledge Preservation）

ANENT（IAEA:Asian Network for Education in Nuclear Technology）等

その他、原子力機構の整備している食品データベースシステムをはじめとして、各法

人、研究機関等において知識基盤の整備が図られている。

3 知識・情報基盤の整備

民間が技術移転を求めている国の研究開発や民間が国から技術移転を受けて実施し

ている研究開発については、知的財産を適切に管理しつつ、効果的、効率的な技術移

転システム等を構築することが必要である。

我が国の研究開発活動に知識の国際ネットワークの利用も有用であることに鑑み、

国内外の人材の流動性の向上、研究データや関連情報の発信等のための基盤整備を進

める等、多面的かつ国際的ネットワークも構築・整備していくべきである。
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原研とサイクル機構（以下「原子力二法人」という。）は、我が国の原子力研究開発に

おける中核的な役割を担ってきた特殊法人であるが、平成13年12月、行政改革の一環と

して閣議決定された「特殊法人等整理合理化計画」において、両法人は「廃止した上で、

統合し、新たに原子力研究開発を総合的に実施する独立行政法人を設置する方向で、平

成16年度までに法案を提出する」ものとされた。

原子力委員会は、統合後の新法人が、今後の我が国の原子力研究開発においても、引

き続き中核的な役割を果たすことを期待する旨などを表明し、平成14年４月「日本原子

力研究所及び核燃料サイクル開発機構の廃止・統合と独立行政法人化に向けての基本的

な考え方」（平成14年４月）、「日本原子力研究所及び核燃料サイクル開発機構の廃止・統

食品照射データベース図4-3-1

原子力機構HP（http://takafoir.taka.jaeri.go.jp/）より

4 日本原子力研究開発機構の発足と原子力研究開発

2005年10月発足の日本原子力研究開発機構においては、原子力基本法に定めら

れる唯一の原子力研究開発機関として、国際的な中核的拠点となることを期待する。

基礎・基盤研究とプロジェクト研究開発との連携、融合を図り、多様で幅広い選択肢

を視野に入れ、柔軟性と迅速性を有した研究開発を推進する。また、研究開発成果の

普及や活用の促進、施設の供用、人材育成、国際協力・核不拡散への貢献、原子力安

全研究の実施等国の政策に対する技術的な支援等を通じて、我が国の原子力研究開発

活動に寄与することが求められる。
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合と独立行政法人化に向けての各事業の重点化及び運営等に関する方針」（平成14年12

月）、「日本原子力研究所及び核燃料サイクル開発機構の廃止・統合と独立行政法人化に

向けての横断的事項に関する方針」（平成15年５月）及び「日本原子力研究所及び核燃料

サイクル開発機構の廃止・統合する独立行政法人への原子力委員会の関与について」（平

成15年５月）をとりまとめた。

一方、文部科学省は、平成14年１月、事業の重点化・効率化を念頭に置きつつ、新法

人の機能・役割等について検討を行うために原子力二法人統合準備会議を開催した。当

該会議は、原子力委員会の示した考え方等を踏まえ、原子力委員会、原子力安全委員会

との意見交換をはじめ、大学、産業界、立地自治体など各界の有識者及び関係者からの

意見を聴取するなどして、議論を重ね、「原子力二法人の統合に関する基本報告」（同年

８月）を経て、平成15年９月に「原子力二法人の統合に関する報告書」をとりまとめた。

平成16年10月、独立行政法人日本原子力研究開発機構法案が閣議決定されたことを受

けて、原子力委員会は、「独立行政法人日本原子力研究開発機構法案について」を決定し

た。その後、第161回臨時国会で審議が行われ、同年11月、独立行政法人日本原子力研究

開発機構法案が成立し、平成17年10月１日に原子力機構が設立した。なお、独立行政法

人日本原子力研究開発機構法に基づき、文部科学省は、同年７月に理事長の任命につい

て、同年９月に原子力機構の中期目標案について、意見を求め、原子力委員会は、妥当

である旨の回答を行った。

また、原子力機構は、原子力政策大綱において、「原子力基本法に定められる唯一の原

子力研究開発機関として、国際的な中核拠点となることを期待」される旨を示された。

原子力機構は、原子力の基礎・基盤研究から核燃料サイクル確立等のプロジェクト研

究開発までを総合的に実施する我が国唯一の研究機関であり、国際的な中核的拠点とし

ての役割を果たしていくことが期待される。
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